
 

                   

 

Ⅰ．重要な会計方針

　　当財団は、公益法人会計基準（平成20年4月11日、平成21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）

　　を採用している。

　　１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　（１）その他有価証券

　　　　　　時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は正味財産増減として処理し、

　　　　　　売却原価は移動平均法により算定)を採用している。

　　　　　　時価のないものは、移動平均法による原価法を採用している。

　　２．固定資産の減価償却の方法

　　　　（１）有形固定資産

　　　　　　定率法によっている。なお、主な耐用年数は次の通り。

      　　　　　　 什器備品 　　　　 3～8年  

　　　　（２）無形固定資産

　　　　　　定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアについては、財団内における利用可能期間

　　　　　　（5年）に基づいている。

　　３．引当金の計上基準

　　　　（１）退職給付引当金

　　　　　　従業員の退職金の支出に備えるため、当財団の退職慰労金支給規程に基づき、当事業年度末に

　　　　　　おいて発生していると認められる額を計上している。

　　　　（２）役員退職慰労引当金

　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、常勤役員退職慰労金支給規程に基づく期末要支給額を

　　　　　　計上している。

　　４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に

　　　　　　換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資。

　　５．消費税等の会計処理は税込み方式によっている。

財務諸表に対する注記



 

Ⅱ．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

（単位　円）

基本財産

    定期預金 26,543,675 0 9,975,270 16,568,405

    投資有価証券 30,485,605,400 407,959,270 1,197,245,570 29,696,319,100

小　　計 30,512,149,075 407,959,270 1,207,220,840 29,712,887,505

特定資産

　　助成事業予備基金

　　　　通知預金 23,985,816 0 0 23,985,816

　　　　投資有価証券 3,172,826,929 0 561,269,357 2,611,557,572

小　　計 3,196,812,745 0 561,269,357 2,635,543,388

　　50周年記念事業積立資産 140,000,000 0 51,500,000 88,500,000

　　退職給付引当資産 9,740,000 2,100,000 0 11,840,000

　　役員退職慰労引当資産 4,232,000 2,300,000 0 6,532,000

小　　計 3,350,784,745 4,400,000 612,769,357 2,742,415,388

合　　計 33,862,933,820 412,359,270 1,819,990,197 32,455,302,893

Ⅲ．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

(単位　円）

基本財産 　

    定期預金 16,568,405 115,000 16,453,405 0

    投資有価証券 29,696,319,100 10,470,985,000 19,225,334,100 0

小　　計 29,712,887,505 10,471,100,000 19,241,787,505 0

特定資産

　　助成事業予備基金 2,635,543,388 0 2,635,543,388 0

　　50周年記念事業積立資産 88,500,000 0 88,500,000 0

　　退職給付引当資産 11,840,000 0 0 11,840,000

　　役員退職慰労引当資産 6,532,000 0 0 6,532,000

小　　計 2,742,415,388 0 2,724,043,388 18,372,000

合　　計 32,455,302,893 10,471,100,000 21,965,830,893 18,372,000

Ⅳ．担保に供している資産は無い。

Ⅴ．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位　円）

科　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 4,287,160 3,191,417 1,095,743
ソフトウェア 14,839,670 5,092,374 9,747,296

合　　計 19,126,830 8,283,791 10,843,039

Ⅵ．保証債務等の偶発債務は無い。

Ⅶ．関連当事者との取引は無い。

科　　目
（うち、負債に対応する

額）

当期末残高

当期末残高
（うち、指定正味財産

からの充当額）
（うち、一般正味財産

からの充当額）

　科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

 



 

Ⅷ．キャッシュ･フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

　（1）　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末

現金預金勘定 355,706,738 439,506,028

現金及び現金同等物 355,706,738 439,506,028

　（2）　重要な非資金取引は無い。

Ⅸ．金融商品の状況に関する事項

                 に報告する。

Ⅹ．重要な後発事象は無い。

　　１．金融商品に対する取組方針

　　　　当財団は、公益目的事業及び法人運営の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券、株式、

　　　　デリバティブ取引等を組み込んだ複合金融商品により資産運用する。なお、投機目的のデリバティブ

　　　　取引は行わない方針である。

　　２．金融商品の内容及びそのリスク

　　　　投資有価証券は、債券、株式、デリバティブ取引等を組み込んだ複合金融商品であり、発行体の信用

　　　　　　　　債券及びデリバティブ取引等を組み込んだ複合金融商品については発行体の信用情報や時価

　　　　　　　　の状況を、株式については時価を定期的に把握し、資産運用の経過及び結果について理事会

　　　　リスク、市場リスク（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

　　３．金融商品のリスクにかかる管理体制

　　　　（１）　資産管理・運用規程に基づく取引

　　　　　　　　金融商品の取引は、当財団の資産管理・運用規程に基づき行う。

　　　　（２）　信用リスク及び市場リスクの管理

 


